
地域の医療・介護連携で
何を目指すのか？

厚生労働省保険局長

鈴木康裕

資料１



2018年は惑星直列？

• 診療・介護報酬同時改定(6年に一度)： 2025年より前
の実質的に最後

• 地域医療計画・介護保険事業(支援)計画： 今回より３
年ごとに

• 国民健康保険の都道府県化

• 医療費適正化計画第３期スタート： 強力な保険者イン
センティブ
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医療機能の分化・連携と、地域包括ケア
システムの構築を一体的に推進

平成２５年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度平成２６年度 平成３０年度

同時改定

基金（医療分のみ） 基金（介護分を追加） 基金 基金

総合確保方針

医療計画
基本方針

病床機能報告

医療介護
総合確保法

改正医療法

改正介護保険法

総合確保方針

介護保険事業
（支援）計画策

定

医
療
計
画

策
定

介
護
保
険
事
業

（
支
援
）計
画
策
定

介護保険事業
計画基本指針

介護保険事業
計画基本指針

・2025年度までの

将来見通しの策
定

介護報酬改定 診療報酬改定

基金造成・執行

地域医療構想（ビジョン）の策定

第6期介護保険事業（支援）計画に位置付けた施策の実施

・2025年の医療需要と、目指すべき医療提供体制
・目指すべき医療提供体制を実現するための施策

・介護サービスの拡充／・地域支援事業による在宅医療・介護連携、地域ケア会議、認
知症施策、生活支援・介護予防等の推進

第6次医療計画 第７次医療計画
第７期介護保険
事業計画第5期介護保険事業計画 第６期介護保険事業計画

病床機能分化・
連携の影響を
両計画に反映

医療保険制度改革法案の成立
（平成２７年５月２７日）

必要な措置を平成29年度までを目途に順次講ずる

地域医療構想の
ガイドライン（年度末）

・医療保険制度の財政基盤の安定化
・保険料に係る国民の負担に関する公平の確保
・保険給付の対象となる療養の範囲の適正化 等

医療保険制度改革

医療と介護の一体改革に係る今後のスケジュール

病床機能報告 病床機能報告

＋

病床機能報告
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平成24年推計値
（日本の将来推計人口）

実績値
（国勢調査等）

○ 日本の人口は近年横ばいであり、人口減少局面を迎えている。2060年には総人口が9000万人を
割り込み、高齢化率は40％近い水準になると推計されている。

人口（万人）

生産年齢
人口割合

50.9%

高齢化率
39.9%

合計特殊
出生率
1.35

生産年齢人口（15～64歳）割合

高齢化率（65歳以上人口割合）

合計特殊出生率

15～64歳人口

14歳以下人口

65歳以上人口
60.7%

26.6%

1.45

(2015)

12,709万人

11,662

3,685

6,773

1,204

8,674

3,464

4,418

791

（出所） 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）
厚生労働省「人口動態統計」
（平成22年国勢調査においては、人口12,806万人、生産年齢人口割合63.8％、高齢化率23.0％） 4

日本の人口の推移

2015
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日 本 人 口 の 歴 史 的 推 移

2010(平成22)年
1億2,806万人

1872(明治５)年
3,481万人

1721(享保６)年
3,128万人

1600(慶長5)年
1,227万人

人

口

資料：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」（1846年までは鬼頭宏「人口から読む日本の歴史」、1847～1870年は森田優三「人口増加の分析」、1872～2005年は内閣統
計局「明治五年以降我国の人口」、総務省統計局「国勢調査」「推計人口」）

800年(平安初期)

551万人

1280年(鎌倉)

595万人

2060年

8,674万人

2100年
4,959万人

2110年
4,286万人

低位推計

高位推計

1

日 本 人 口 の 歴 史 的 推 移

資料：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」（1846年までは鬼頭宏「人口から読む日本の歴史」、1847～1870年は森田優三「人
口増加の分析」、1872～1919年は内閣統計局「明治五年以降我国の人口」、1920～2010年総務省統計局「国勢調査」「推計人口」）2011～
2110年国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成24年１月推計[死亡中位推計]）．

提供：国立社会保障・人口問題研究所 森田朗所長 5
2017/1/28
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6（出所） 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）

1990年(実績) 2025年 2060年

○ 日本の人口構造の変化を見ると、現在１人の高齢者を２．６人で支えている社会構造になっており、
少子高齢化が一層進行する2060年には１人の高齢者を１．２人で支える社会構造になると想定

2010年(実績)

65歳～人口

20～64歳人口

１人
５．１人

１人
１．８人

１人
１．２人

１人
２．６人

人口ピラミッドの変化（1990～2060年）

団塊ジュニア世代
（1971～74年

生まれ）

75歳～
597( 5%)

65～74歳
892( 7%)

20～64歳
7,590(61%)

～19歳
3,249(26%)

総人口
1億2,361万人

75歳～
1,407(11%)

65～74歳
1,517(12%)

20～64歳
7,497(59%)

～19歳
2,287(18%)

総人口
1億2,806万人

75歳～
2,179(18%)

65～74歳
1,479(12%)

20～64歳
6,559(54%)

～19歳
1,849(15%)

総人口
1億2,066万人

75歳～
2,336(27%)

65～74歳
1,128(13%)

20～64歳
4,105(47%)

～19歳
1,104(13%)

総人口
8,674万人

歳 歳 歳 歳

万人 万人 万人 万人

団塊世代
（1947～49年

生まれ）

団塊
の

世代

団塊
の

世代

団塊
の

世代

2017/1/28



図表 15 人口ボーナスと人口オーナス 

 
資料：総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本

の将来推計人口（平成 24年１月推計[出生中位・死亡中位推計]）」 
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年 次
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人口オーナス

将来推計

人口ボーナス と 人口オーナス（産業化～21世紀）

戦 前 戦後～現在

年少従属人口

老年従属人口

人口ボーナス

従属人口指数の年次推移

資料：総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計[出生中位・死亡中位推計]）」

2010年
36.1 %
(2.77人)

2010年
20.6 %

2060年
78.4 %
(1.28人)

2060年
17.9 %

1980年
13.5 %

(7.40人)

1980年
34.9 %

38

提供：国立社会保障・人口問題研究所 森田朗所長 7

※従属人口指数 （％）＝ (0～14歳人口＋65歳以上人口)/(15～64歳人口)×100 

老年人口：
65歳以上人口

年少人口：
0～14歳人口

2017/1/28
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地域によって異なる高齢化のスピード
埼玉県 千葉県 神奈川県 大阪府 愛知県 東京都 ～ 鹿児島県 島根県 山形県 全国

2010年
＜＞は割合

58.9万人
＜8.2%＞

56.3万人
＜9.1%＞

79.4万人
＜8.8%＞

84.3万人
＜9.5%＞

66.0万人
＜8.9%＞

123.4万人
＜9.4%＞

25.4万人
＜14.9%＞

11.9万人
＜16.6%＞

18.1万人
＜15.5％＞

1419.4万人
＜11.1%＞

2025年
＜＞は割合
（ ）は倍率

117.7万人
＜16.8％＞
（2.00倍）

108.2万人
＜18.1%＞
（1.92倍）

148.5万人
＜16.5%＞
（1.87倍）

152.8万人
＜18.2%＞
（1.81倍）

116.6万人
＜15.9%＞
（1.77倍）

197.7万人
＜15.0%＞
（1.60倍）

29.5万人
＜19.4%＞
（1.16倍）

13.7万人
＜22.1%＞
（1.15倍）

20.7万人
＜20.6%＞
（1.15倍）

2178.6万人
＜18.1%＞
（1.53倍）

（1,000世帯） （％）

4,980 
6,008 6,679 7,007 7,298 7,622 

5,403 

6,209 
6,512 6,453 6,328 6,254 

20.0 

23.1 
24.9 25.7 26.6 

28.0 

0.0

10.0

20.0

30.0

0

5,000

10,000

15,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年

世帯主が65歳以上の夫婦のみの世帯数

世帯主が65歳以上の単独世帯数

世帯主が65歳以上の単独世帯と夫婦のみ世帯の世帯数全体に占める割合

独居・夫婦のみ世帯の増加
「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ以上の高齢者数の推計（括
弧内は65歳以上人口対比）

280万人

（9.5％）

345万人

（10.2％）

410万人

（11.3％）

470万人

（12.8％）

0

50
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2010年 2015年 2020年 2025年

認知症高齢者の増加

（万人）

※有病者数でみると2025年には約700万人
（65歳以上の5人に１人）

75歳以上人口

112017/1/28
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・・・2040年

・・・2035年

・・・2030年

・・・2025年

・・・2020年

・・・2015年

・・・2010年

地域により

医療需要ピークの時期
が大きく異なる

出典：社会保障制度国民会議 資料 （平成25年4月19日 第9回
資料3－3 国際医療福祉大学 高橋教授 提出資料）

高齢化のピーク・医療需要総量のピーク
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2010年

2025年までの増加数

都道府県別高齢者人口（65歳以上）の増加数
（ 2010年 → 2025年）

（人）

東京都、大阪府、神奈川県、埼玉県、愛知県、
千葉県、北海道、兵庫県 、福岡県で、

全体の増加数の約６０％

出典：国勢調査（平成22年）
国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推計人口（平成25年3月推計）」

（平成25年3月推計）
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機

能

分

化

・
連

携

地域差
の縮小

高度急性期
１９．７万床程度

急性期

４０．１万床程度

回復期

３７．５万床程度

慢性期
２４．２～２８．５

万床程度

2025年の必要病床数（目指すべき姿）
１１５～１１９万床程度

機能分化等をしないまま高齢化を織り込んだ場合:１５２万床程度

【推計結果：２０２５年】

２９．７～３３．７
万人程度

将来、介護施設や
高齢者住宅を含めた

在宅医療等で追加的に
対応する患者数

2025年の医療機能別必要病床数の推計結果（全国ベースの積上げ）

高度急性期
１９．１万床

回復期 １１．０万床

慢性期

３５．２万床

急性期

５８．１万床

一般病床

１００．６万床

療養病床

３４．１万床

【現 状：２０１３年】

134.7万床（医療施設調査） 病床機能報告
123.4万床

[2014年７月時点]＊

ＮＤＢのレセプトデータ等を活用し、医療資源投入量
に基づき、機能区分別に分類し、推計

医療資源投入量
が少ないなど、
一般病床・療養病
床以外でも
対応可能な患者を
推計

入院受療率の地域差を縮小しつつ、慢性期医療
に必要な病床数を推計

※ 地域医療構想策定ガイドライン等に基づき、一定の仮定を置いて、
地域ごとに推計した値を積上げ

＊ 未報告・未集計病床数などがあり、現状の病床数（134.7万床）とは一致しない。
なお、今回の病床機能報告は、各医療機関が定性的な基準を参考に医療機能を選択したものであり、 今回の推計における機能区分の考え方によるものではない。

○ 今後も少子高齢化の進展が見込まれる中、限られた医療資源を効率的に活用するため、医療機関の病床を医療ニーズの内容に応じて機能分化し、どの

地域の患者も、その状態像に即した適切な医療を適切な場所で受けられることを目指すもの。

（⇒ 「病院完結型」の医療から、地域全体で治し、支える「地域完結型」の医療への転換の一環）

○ 今後、１０年程度かけて、介護施設や高齢者住宅を含めた在宅医療等の医療・介護のネットワークの構築と併行して推進。

○ 地域住民の安心を確保しながら改革を円滑に進めるため、

・ 地域医療介護総合確保基金を活用した取組等を着実に進め、回復期の充実や医療・介護のネットワークの構築を行うとともに

・ 今後の療養病床における医療提供のあり方を含め、受け皿としての医療・介護のあり方の検討を行うなど、

国・地方が一体となって取り組む。

17
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７５歳以上人口の将来推計（平成２７年の人口を１００としたときの指数）

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成25(2013)年3月推計)」より作成

全国

20

2015 － 2025 － 2040年の高齢化の状況

埼玉県（2025年の指数が

全国で最も高い）

東京都（2040年に向け
て上昇）

山形県（2025年の指数が

全国で最も低い）

島根県（2030年以降の指数

が全国で最も低い）
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入院患者数の将来推計
（千葉医療圏）
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つ病を含む）

・妊娠、分娩及び産じょ

く

肺炎

脳血管疾患

虚血性心疾患

21212016/10/8



Ｔｈｒｅａｔ 外部環境 Ｏｐｐｏｒｔｕｎｉｔｙ

年
間
患
者
数

（人）

二次医療圏内シェア
（％）
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ｈ

内
部
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図 診療分野別手術患者の地域患者シェア分析の例

（出典）「ＤＰＣデータから見える医療機関の地域での役割と機能分化のあり方」，伏見清秀，病院69巻9号（2010.9）

62



年
間
患
者
数

二次医療圏内シェア
（％）

図 地域患者シェアの病院間比較分析

（出典）「ＤＰＣデータから見える医療機関の地域での役割と機能分化のあり方」，伏見清秀，病院69巻9号（2010.9）
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要集約
＝機能未分化 地域に必要

実績評価
治療実績

（年間手術数など）

この領域の患者数の
割合を集計

＝機能未分化指数

５０例／年程度→

↑３０％程度

地域シェア（地域貢献度）

図 患者シェアに基づく地域機能分化の評価

（出典）「ＤＰＣデータから見える医療機関の地域での役割と機能分化のあり方」，伏見清秀，病院69巻9号（2010.9）
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対応する主な医療政策医療を取り巻く状況・課題

Ⅰ. 日本型高齢社会の到来
・急速な少子高齢化と人口減
・地域で異なる高齢化の実相

今後の主な医療政策のアウトライン

25

Ⅱ. 社会保障の持続性確保
・経済成長と財政健全化
・サービス提供人材の確保
・医療費増加要因とその対応

Ⅲ. 技術革新と医療の高度化
・高い効果で高額な技術
・医療の質と生産性の向上

❷ 地域医療構想の策定と実現
・地域の“あるべき医療の姿”を共有
・関係者調整と自主的取組で実現
・体制整備のための資源確保

❶ 地域包括ケアシステムの構築
・生活視点を踏まえた医療への転換
・介護や地域づくりとの連携
・医療を含む「ご当地システム」構築

❸ 医療サービスの適正評価
・医療の必要性に応じた資源配置
・費用対効果も含めた薬価等の改革
・効果や価値（データ）に基づく評価

2017/1/28



1,197

1,311

1,537

1,669

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

出典：2010年以前は厚生労働省「人口動態統計」による出生数及び死亡数（いずれも日本人）
2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果

(千人)

○ 今後も、年間の死亡数は増加傾向を示すことが予想され、最も年間死亡数の多い2040年と2015年で
は約36万人/年の差が推計されている。

死亡数の将来推計

推計

なぜ地域包括ケアシステムが必要か？
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出典：平成25年人口動態調査

死亡の場所（年次推移）
○ これまで、自宅等における死亡が減少し、医療機関における死亡が増加する傾向にあった。

○ 近年、医療機関以外の場所における死亡が微増する傾向にある。

死亡の場所別にみた年次別死亡数百分率

なぜ地域包括ケアシステムが必要か？
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スウェーデン

死亡場所の内訳

病院 ナーシングホーム・ケア付き住宅 自宅 その他

出典：医療経済研究機構
｢ 要介護高齢者の終末期における医療に関する研究報告書｣

※他国との比較のため、日本のデータは2000年時点のデータを使用
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死亡の場所（各国比較）



多住な住まいの必要性

• サービス移動導線の効率化

• 気づき，見守りのサービス

• 新たなコミュニティの可能性

＜課題＞

• 医療介護サービス経験値

• 他サービス事業者との連携

• 月あたり費用

2017/1/28
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4,980 6,008 6,679 7,007 7,298 7,622 
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世帯主が65歳以上の夫婦のみの世帯数
世帯主が65歳以上の単独世帯数
世帯主が65歳以上の単独世帯と夫婦のみ世帯の世帯数全体に占める割合

39.2

19.4

33.7

38.6

14.2

29.7

12.2

3.5

43.0

43.0

7.7

5.2

5.1
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18.9
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13.9

29.7

9.4

3.2

49.9

39.4

9.8

3.5

4.5

0 10 20 30 40 50 60

業務多忙で、全員のケアプランを十分に作成できない

利用者・家族の意見を十分に聞く時間がない

課題を抽出し、長期目標・短期目標をたてるのが難しい

利用者と家族の意見に違いがあり、調整が難しい

利用者や家族の意見と、ケアマネジャーの意見に違いがあり、調整…

必要なサービスが地域に不足している

サービス提供事業者を探すのに時間がかかる

事業所の併設サービス等をケアプランに入れるような事業所の方針…

医師との連携が取りづらい

介護保険以外のインフォーマルなサービスが不足している

指導・監査を前提にしてサービスを調整してしまう

その他

無回答

医療系（N=572)

介護系（N=1242)

○ 65歳以上高齢者のうち、「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ以上の高齢者が増加していく（図１）。
○ 世帯主が65歳以上の単独世帯や夫婦のみの世帯が増加していく（図２）。

○ 在宅医療・介護を推進するには、地域における医療・介護の関係機関の連携が重要であるが、現状では、訪問診療を提供し
ている医療機関の数も十分とは言えず（図３）、また、連携も十分には取れていない（図４）。

280万人

（9.5％）

345万人
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（12.8％）
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出典：「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ以上の高齢者数について（厚生労働省）

（図２）世帯数（図１）「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ以上の高齢者の数
と65歳以上高齢者に占める割合

（世帯） （％）

出典：日本の世帯数の将来推計（全国推計）（社会保障・人口問題研究所）

箇所
対全数の
割合（％）

病院 2,407 28.0

診療所 19,950 20.0

訪問看護ステーション 5,815 －

出典：病院、診療所 「医療施設調査（静態）」（平成23年）（厚生労働省）
訪問看護ステーション 「介護給付費実態調査」（平成23 年）（厚生労働省）

（図３）訪問診療を実施している医療機関

出典：居宅介護支援事業所及び介護支援専門員の実態に関する調査報告書（平成21年度老人保健健康増進等事業）

（図４）ケアマネジャーが困難に感じる点

34

在宅医療・介護の推進に当たっての課題



■終末期の療養場所に関する希望

出典）厚生労働省 平成２０年「終末期医療に関する調査」

出典）厚生労働省 「終末期医療に関する調査」（各年）

■自宅で最期まで療養することが困難な理由（複数回答）

なぜ地域包括ケアシステムが必要か？

35
2017/1/28



このまま病院で入院したいと回答し
た者のうち、

５１．１％ は、

自宅で療養できると回答
自宅で訪問診
療を受けて
療養したい

３．４％

このまま同じ

病院に入院し
たい

５１．２％

入院中の患者の意向

自宅療養の見通し

○ 入院中の患者の５１．２％が、今後の治療・療養の希望について「完治するまでこの病院に入院していたい」と回答。
○ この「完治するまでこの病院に入院していたい」と回答した５１．２％のうち、大半は退院の許可が出た場合に「自宅で療養できる」と

回答。

出典：平成26年度受療行動調査（厚生労働省）

自宅で療養できない

２９．７％

入院中の患者における今後の治療・療養の希望
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退院の許可が出た場合の入院患者の自宅療養の見通し

 「自宅で療養できない」と回答した者について
自宅療養を可能にする条件（複数回答）

（％）

平成26 年受療行動調査

55%
24%

4% 14% 3%

自宅で療養できる 自宅で療養できない

療養の必要がない わからない

無回答

40.6

35.4

27.9

25.5

24.6

24.1

23.6

21.4

19.8

12.2

5.8

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

入浴や食事などの介護が受けられるサービス

家族の協力

療養に必要な用具（車いす、ベッドなど）

療養のための指導（服薬・リハビリ指導など）

医師、看護師などの定期的な訪問

緊急時の病院や診療所への連絡体制

その他

通院手段の確保

療養のための改築（手すりの設置など）

どの条件が整えばいいのかわからない

無回答

 退院の許可が出た場合の入院患者の
自宅療養の見通し（入院患者に対する質問、n=53,298）
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在宅神話

• 住み慣れた・・ ← 狭小，階段

• 価格が安い ← 「損益分岐点」

• 顔見知り ← 独居，孤独死の可能性

→ 暮らしてきた住居に固執することの是非は？

2017/1/28
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いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス

（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入居者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療 介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

地域包括ケアシステムの構築について

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される
体制（地域包括ケアシステム）の構築を実現。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域包
括ケアシステムの構築が重要。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する
町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の特
性に応じて作り上げていくことが必要。

39
2017/1/28



第47回社会保障審議会介護保険部会資料

ハイリスク戦略の限界と地域づくりによる介護予防の可能性示す→介護予防の政策転換
http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou/0000021717.pdf
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40



課題の「見える化」

 指標は「前期高齢者」「後期高齢者」「高齢者全体」の中から，いずれかを選択します．
 評価したい指標が，他の参加市町村や小地域と比較して，どれ位多い(少ない)のか，相対的位置

もわかります．

市町村間で転倒など運動機能低下者割
合に2倍の差

8.2％～17.8％

前期高齢者に限定

転びやすいまち 転ばないまち



サロン参加群で要介護認定率は半減

要介護認定率

%
2007年から2012年までの
5年間の要介護認定率を

参加群と非参加群で比較
した

5年間で要介護認定率は
約半分（6.3%ポイント）抑
制されていた

武豊プロジェクト

N =  312 2178 

Hikichi, H., Kondo, N., Kondo, K., Aida, J., Takeda, T., & Kawachi, I. Effect of 
community intervention program promoting social interactions on functional 
disability prevention for older adults: propensity score matching and 
instrumental variable analyses,     JAGES Taketoyo study. Journal of 
Epidemiology and Community Health (doi: 10.1136/jech-2014-205345)
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サロン参加群で認知症発症3割減

認知症発症
オッズ比 2007年から7年間追跡

認知症度ランク１以上の
要介護認定を受ける確率
を参加群と非参加群で比
較した

武豊プロジェクト

N =  152 1885 

Hikichi, H., Kondo, K., Takeda, T., and Kawachi, I. (in 
press) Social interaction and cognitive decline: Results 
of 7-years community intervention. Alzheimer's & 
Dementia: Translational Research & Clinical 
Interventions.
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図表 ５期 認定者数の推移（計画と実績の比較）

図表 第６期 要介護（要支援）認定者数の推計（自然体→予防後）

介護予防の効果と認定者推計（和光市）

1,297
1,421

1,548

1,223
1,297

1,371

1,200 1,224
1,282

0

500

1,000

1,500

平成24年 平成25年 平成26年

第５期計画

（自然体）

第５期計画

（予防後）

実績

（人）

第５期 第６期

月額基準額 4，150円 ⇒ 4，228円（＋７８円）

和光市の
保険料

※全国平均は 第５期：4,972円 第６期：5,550円程度

（ 財務省試算 平成２７年１月１１日報道より）

和光市

（出典）和光市説明資料を基に厚生労働省作成
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地域ケア会議への専門職種の派遣実績について（全国調査結果）

１．地域ケア会議への専門職種派遣を行う都道府県数

◇H２４年度：２２都道府県

◇H２５年度：３２都道府県

２．専門職種派遣実績の状況（H24～H25）

H24 都道府県 派遣実績（延べ） 派遣職種

１位 大分県 ２９５人 理学療法士（61） 作業療法士（52）
歯科衛生士（116）管理栄養士（66）

２位 〇〇県 ４１人 主任ケアマネ

３位 〇〇県 ４０人 医師、看護師、MSW、弁護士 ほか

（参考）全国計 ５４８人 ※全国計に占める大分県の割合：５３．８％

H25 都道府県 派遣実績（延べ） 派遣職種

１位 大分県 ８９４人 理学療法士（164）作業療法士（154）
歯科衛生士（281）管理栄養士（295）

２位 〇〇県 ６７人 医師、理学療法士、作業療法士、管理栄養士、社会福祉士 ほか

３位 〇〇県 ５７人 医師、保健師、精神保健福祉士、弁護士、虐待事例専門家 ほか

（参考）全国計 １，１６６人 ※全国計に占める大分県の割合：７６．７％

H26.9 県高齢者福祉課調べ

H２６年度：１，４３９人（延べ）

理学療法士（242）作業療法士（228）歯科衛生士（436）管理栄養士（447）言語聴
覚士（58） 訪問看護師（27） 薬剤師（1）



要介護認定率の推移

取組開始

差 2.3％

差 0.3％

H23~ 

▲1.3％

H23~ 

＋0.7％

（％） 資料：介護保険事業状況報告

全国平均

大 分 県

県平均 Ｈ27.11月末現在

全国平均 Ｈ27.8月末現在



「違い」を実現する

• エビデンスに基づいた横展開

• 人が変わっても永続性を確保

• インセンティブを組み込み

• 楽しんで続けられる
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＜地域包括ケアシステム＞
（人口１万人の場合）

通院

訪問介護
・看護

・グループホーム
（17→37人分）
・小規模多機能
（0.22か所→２か所）
・デイサービス など

退院したら

住まい

自宅・ケア付き高齢者住宅

老人クラブ・自治会・介護予防・生活支援 等

生活支援・介護予防

医療
介護

・在宅医療等
（１日当たり

17→29人分）
・訪問看護
（１日当たり

31→51人分）

・24時間対応の定期巡
回・随時対応サービス
（15人分）

・介護人材
(219→
364～383人)

通所

在宅医療
・訪問看護

※地域包括ケア
は、人口１万人程
度の中学校区を単
位として想定

※数字は、現状は2012年度、目標は2025年度のもの

改革のイメージ

病気になったら

・医療から介護への
円滑な移行促進

・相談業務やサービス
のコーディネート

元気でうちに
帰れたよ

亜急性期・回復期
リハビリ病院

救急・手術など高度医療

集中リハビリ
→早期回復

早期退院

（人員１.6倍
～2倍）

急性期病院

日
常
の
医
療

・地域の病院、拠点病院、回復期病院の役割
分担が進み、連携が強化。

・発症から入院、回復期、退院までスムーズ
にいくことにより早期の社会復帰が可能に

包括的
マネジメント

・在宅医療連携拠点
・地域包括
支援センター

・ケアマネジャー

かかりつけ医

地域の連携病院

■ 高度急性期への医療資源集中投入などの入院医療強化
■ 在宅医療の充実、地域包括ケアシステムの構築

どこに住んでいても、その人にとって適切な医療・
介護サービスが受けられる社会へ

平成24年1月6日 政府・与党社会保障改革本部・厚生労働大臣提出資料「社会保障・税一体改革で目指す将来像」より抜粋・数値を一部時点修正

改革の方向性 医療・介護サービスの強化
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労働集約的な医療と介護（売上高人件費率：労働分配率）

• 歯科診療所：53.9%：63.9%

• 無床診療所：50.9%：63.7%

• 訪問介護事業：70.4%：72.7%

• 医療や介護の従事者数

– 介護 130万人(平成22年）

– 医療 370万人(平成28年)

50
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人口規模別の在宅医療・介護連携推進事業の実施状況

5.9%

17.8%

22.1%

31.0%

43.1%

49.5%

57.3%

17.6%

13.9%

16.9%

19.4%

14.3%

14.6%

10.0%

76.5%

68.3%

61.0%

49.6%

42.6%

35.9%

32.7%

0% 50% 100%

50万人以上

20万人以上50万人未満

10万人以上20万人未満

5万人以上10万人未満

2万人以上5万人未満

1万人以上2万人未満

1万人未満

実施していない

実施していないが、年度内に実施する予定である

実施している

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討

14.7%

16.8%

28.6%

31.3%

45.1%

53.6%

74.1%

11.8%

16.8%

16.9%

15.3%

14.8%

10.8%

8.0%

73.5%

66.3%

54.5%

53.4%

40.1%

35.6%

18.0%

0% 50% 100%

50万人以上

20万人以上50万人未満

10万人以上20万人未満

5万人以上10万人未満

2万人以上5万人未満

1万人以上2万人未満

1万人未満

実施していない

実施していないが、年度内に実施する予定である

実施している

（カ）医療・介護関係者の研修

小規模な市町村ほど取組が遅れている傾向

※特に顕著な差がある（イ）と（カ）について例示
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地域医療介護総合確保基金の平成27年度補正予算及び平成２８年度予算について

○ 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため平成２６年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医
療介護

総合確保基金） を創設し、各都道府県に設置。
○ 地域医療介護総合確保基金の平成２７年度補正予算は、公費ベースで１，５６１億円（うち、国分１，０４０億円））

○ 地域医療介護総合確保基金の平成２８年度予算は、公費ベースで１，６２８億円（医療分９０４億円（うち、国分６０２億円） 、介護
分

７２４億円（うち、国分４８３億円）） 地域医療介護総合確保基金の対象事業

※基金の対象事業は、平成26年度は医療を対象として１、２、４
を、

平成27年度以降は介護を含めて全ての事業としている。

26年度予算
(当初予算）

今後のスケジュール（案）

【平成２８年度当初予算（医療分及び介護分）】

２８年１月～ （※都道府県による関係者からのヒアリング等

の実施）

３月～ 国による都道府県ヒアリング実施

予算成立後 基金の交付要綱等の発出

夏頃 都道府県へ内示（※都道府県計画提出）

地域医療介護総合確保基金の予算

１，６２８億
円

医療分
904億円

（うち、国分
602億円）

＋７２４億円

27年度予算
（当初予算）

１，５６１億円

28年度予算
（当初予算）

１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備
の整備に関する事業（※）
２ 居宅等における医療の提供に関する事業（※）
３ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス
等）
４ 医療従事者の確保に関する事業（※）
５ 介護従事者の確保に関する事業

【平成２７年度補正予算（介護分）】

２７年１２月 事業量調査の実施

２８年 ３月目途 都道府県へ内示

介護分
724億円

（うち、国分
483億円）

医療分
904億円

（うち、国分
602億円）

27年度予算
（補正予算）

介護分
724億円

（うち、国分
483億円）

医療分
904億円

（うち、国分
602億円）

介護分
1,561億円

（うち、国分
1,040億円）

１，６２８億

（注）このスケジュールは現時点での見込みであり、今後、変更があり得る。55



地域の医療・介護連携で何を目指すのか？

• 自らが住みたい「地域づくり」

← 行政は「皆で雇っている管理会社」

← 要望の声を上げ，コストと効果のバランスを考え，
最も合理的な選択を行う

• 労働集約的な地域起こし産業

← 若者に魅力的な職場を提供

← サービス管理，ロボット，IT，医薬品産業等，必ず拡
大し，海外展開が期待できる

2017/1/28
56



老後の地域における心構え

• 「先生」や「社長」は嫌われる

• かわいげのある高齢者に

• 「昔は・・」は禁句

• 「左脳」より「右脳」を
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